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横浜市経済の持続的発展に向けて
―企業誘致事業・地域再生について―
神田 喜之
１．はじめに
　日本経済は、アメリカ国発のサブプライムローン問題の影響は比較的軽いといわれてきたにもかかわらず、2008年9月のリーマンブラザース破綻から、あっという間に深刻な景気後退に陥った。金融危機の深刻化による世界不況が、円高の進行とあいまって輸出セクターに直撃し、あのトヨタでさえ、大幅な赤字に陥ってしまった。内閣府が2月に発表した月例経済報告でも、「先行きについては、当面、悪化が続くとみられ、急速な減産の動きなどが雇用の大幅な調整につながることが懸念される。加えて、世界的な金融危機の深刻化や世界景気の一層の下振れ懸念、株式・為替市場の変動の影響など、景気をさらに下押しするリスクが存在することに留意する必要がある。」とされ、景況感は悪化の一途をたどっている。2008年の企業倒産件数も1万5千件を越え、失業者は大幅に増加している。横浜市においても、平成20年12月時点での失業率は4.4％、有効求人倍率0.83となっており、景気は低迷し続けている。
　横浜市における経済危機に対する施策では、昨年11月5日に「緊急経済対策本部」を設置し、平成21年度予算案においても総額821億円にものぼる積極的な緊急経済対策費を計上している。危機的な財政運営の中でもこれだけの対策を打ち出したのは大いに評価できるであろう。しかし、中小企業などへの応急処置的な融資が先行し、将来への投資が少ないように感じられる。行政は次代への責任として、不安や負担を残すのではなく、どうしたら持続的発展が可能な横浜市が創れるのかを考えなくてはいけない。

　そこで、私は横浜市の成長力と地域活力の向上を最重要と考え、二つの事業を中心に持論を述べさせてもらう。

２．企業誘致事業について

横浜市は重点事業として「横浜型企業誘致・産業立地戦略」を展開してきた。この事業は「企業誘致促進条例」により、市内経済の活性化及び雇用創出を推進するため、国内外からの企業誘致・立地を促進するものである。しかし、下記のように、この「企業誘致促進条例」は最低1億円以上もの投下資本が必要なのである。つまり1億円以下の投下資本がない中小企業では条例の適用を受けられないということになる。そして、この条例が適用されるような巨大工場の進出は地元に根付いていた中小零細企業の倒産等を招く恐れがあるのではないか。他の自治体の企業誘致条例においては、もっと幅広く資金の少ない中小企業への誘致助成も行われている。また、この条例の施行期間は平成21年3月31日までということである。次なる施策はまだ打ち出されていないようであるが、これから企業誘致における新たな条例の制定においては、企業誘致活動においてどのようなメリットまたはデメリットがるのかをしっかりと考え、幅広く検討する余地があろう。
＜企業立地促進条例の概要＞

【対象企業】企業立地等促進特定地域において、投資資本額が10億円以上(中小企業は1億円以上)の事業計画を実施する事業者

【支援内容】

(1) 市税の軽減措置：固定資産税・都市計画税・税率1/2（5年間）

(2) 助成金の交付：投下資本額が50億円以上(中小企業は5億円以上)の場合は、上記の市税の軽減措置に加えて、投下資本額の10％を助成金として交付(上限：1地域1企業当たり50億円)
【期間】Ｈ16.4.1～Ｈ21.3.31に事業計画書を提出した事業者に適用

【特定地域】9地域(Ｈ17.12.28～ 9地域に拡大
①横浜市誘致・新規立地企業(累積)件数

	
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度
	平成22年度

	目標
	
	50
	100
	150
	200
	250

	実績
	(参考：49)
	51
	118
	
	
	


②横浜市工場新設等促進(累積)件数
	
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度
	平成22年度

	目標
	
	40
	80
	120
	160
	200

	実績
	(参考：12)
	40
	73
	
	
	


※平成17年度、平成18年度は単年度の件数

では、まず企業誘致施策において、自治体におけるメリット・デメリットを財政面と地域経済面で整理してみる。
企業誘致によるメリット・デメリット

	
	メリット
	デメリット・課題

	財政
	· 企業誘致により、事業税・住民税等の税収が増加する。
· 自主財源比率が高まり、交付税への依存が低下する。

· 税収の増加により、公共サービスの供給が高まる。
	· 補助金等のインセンティブの提供は必ずしも企業立地の決定要因ではない。
· 歳入が特定企業や産業の動向に左右され、変動しやすくなる。

	地域経済
	· 企業進出により、生産、所得、雇用、人口等が増加ずる。
· 進出企業を中核として、地域固有の経済・経営資源が有機的に結合し、産業集積が形成される。
	· 域外から進出してきた企業が生産活動の担い手となる場合には、原材料や部品等を域外から調達する割合が、地元企業による生産の場合よりも高くなる傾向がある。
· 雇用増の多くが、域外からの雇用、非正規雇用、外国人当である場合がある。

· 巨大工場の進出は、中小零細企業の倒産・閉鎖等を招く場合がある。

· 地元住民の理解や環境への配慮が不十分である場合、トラブルを生む恐れがある。

· 特定の企業や産業への過度の依存は、景気循環や産業構造の変化への対応力を弱め、地域の安全性を脅かす。


このように企業誘致においてはメリットだけでなくデメリットもある。行政は早急に研究をし、これらを把握しなくてはならないであろう。確かに、企業誘致は市の財政を大きく支えることになる事業税・住民税が増加し、税収の増加によってより高い公共サービスが供給できるであろう。その反面デメリットでは、地元企業への影響などがある。そして、根本的にこの条例は企業に対して、助成金や減税という金銭面的な部分での立地の動機付けを促しているのである。経営学の視点から見ても、金による動機付けは、その企業をＸ理論的に捉えるとともに、金や環境という衛生要因しか与えていないのである。つまり、企業を育て発展させるためには企業を法人という人として捉え、自己実現欲求があるというＹ理論的視点を重要視するとともに、尊厳、やりがいなどの動機付け要因を付加しなくてはならないと考えいくつか提案させていただく。
【次期施策への提案】

· 減税措置を幅広く中小企業へも広げる

· 施設建設や物品・サービス等の調達に際しては、市内企業との取引を原則とさせる

· 事業の投下資本額による助成や減税の提案だけでなく、雇用人数などに応じて助成・減税額を決める

· 市内の大学との産学連携を促進させるよう大学研究との提携に助成する

· 「CO-DO30」との繋がりを持たせ、環境配慮施設や企業の立地に対して助成・減税率を高める
詳細な数値や金額などは打ち出していないが、以上のような施策を組み入れてはどうか。横浜は、交通アクセスやコストパフォーマンス、人材などから見ても、企業を立地させるには非常に魅力的な街である。下記に示してみた、地価だけを見ても東京都区部と比べると非常に低コストである。

是非、横浜市の魅力・資源を最大限に生かした、持続的発展が可能な施策を期待したい。

３．商業・コミュニティビジネス事業について

　今日の我が国の商店街を巡る事業環境は厳しさを増し、商店街の停滞・衰退傾向に歯止めがかからない状況となって久しい。総人口が減少に転ずる一方、大型店の郊外での積極的出店等により一人当たり売場面積は増加し、また、インターネット販売や産地直送など、購買者の選択範囲が地理的、空間的に拡大するなど、小売業全体の競争が激化しており、購買者の需要を十分に満たせない商業者は集客力が低下している。その他にも、商店主の高齢化により閉店され、商店街で全ての消費需要を満たすことができないという原因もあった。空き店舗が増加する原因は、新規参入が起こらないということである。空き店舗の増加はそのまま商店街の衰退に結びつく。そして、空き店舗への新規参入が難しい要因は、地価問題にある。その問題は、地価が利用価値(事業収益性)に見合わないほどに上昇し資産価値としての評価が高くなったこと、そしてその資産が若い後継者に引継がれず高齢者が保持し続けていることにある。

この中において、商店街やこれを構成する店舗は総じて劣勢に立たされ、行政・商店街・市民団体・大学などが再生、活性化に向けて活路を見出し、変革を目指さなければその存立も危ぶまれる状況にある。
　商店街が変革を目指す上で、商店街でなければなし得ない、地域社会に密着した商店街特有の役割・機能があることを第一に考えなくてはならない。今日、少子高齢化、女性の社会進出等が進む中、高齢者や子育て家族に対する支援の充実や、防災・防犯、環境保全など、地域社会における生活環境の維持・向上等に向けた取組みの必要性についての認識が高まりつつある。また、地域社会のコミュニティ機能が低下する一方で、人々の地域社会への関心が高まりつつあり、祭りや地域文化の保存・継承や、横浜市においては開港150周年を迎えるに当たって、横浜逸品づくりなどの取組みも見られるところである。この開港150周年を皮切りに「地域コミュニティの担い手」としての商店街再生に全力を挙げて取り組むべきである。

（社）横浜市商店街総連合会　加盟規模別商店街数　(平成20年12月1日現在)
	
	30店舗以下
	31～50店舗
	51～100店舗
	100店舗以上
	合計

	商店街数
	173 (52.4%)
	78 (23.6%)
	63 (19.1%)
	16 (4.9%)
	330 (100%)


上記に示したように、横浜市の商店街の数は30店舗以下が半数を占めるが、合計では330にもなる。つまり、商店街を中心として「地域コミュニティ」を形成できる地域が330もあるということになる。

　では横浜市が行っている商店街活性化へ向けた取組みはどのようになっているのか。
【横浜市経済観光局】　http://www.city.yokohama.jp/me/keizai/shogyo/syouten/
上記のＵＲＬより具体的な振興事業の紹介がされているが、中心は商店街からアクションを起こし、それを市が受理をして、助成金などを出すという形式がほとんどである。また、横浜市中期計画の中では、商店街を中心とした地域経済の活性化を図るために「元気づくり支援拠点」を地域の中に設置するという事業も行われているが、平成22年度の最終設置目標は8ヶ所となっている。上述したように、横浜市には商店街が330以上あるのに、「元気づくり支援拠点」が8ヶ所では少なすぎるのではないか。そして、平成21年度予算案の中に示された、新規事業として「商店街経営実態調査事業費」に9,200万円以上が計上されているが、経営実態の把握だけで出口が示されていない。この経済危機の中で、実態調査をする時間はなく、早急に活性化へ向けた行動が必要なのではないか。そこで、いくつかの提案をさせていただく。

【商店街再生への提案】

· 空き店舗の活用⇒「元気づくり支援拠点」、「企業・大学のサテライトオフィス」、「インキュベーションセンター」の設置を行う
· 商店街、行政、大学、自治会、ＮＰＯなどを含めた定例ミーティングを行政が主体となって行う
· 地域通貨や商店街ポイントカードの発行を促進させるような取組みを行う
· 開港150周年に合わせ、大規模商店街で、イベントを並行して行う
上記で示した提案は、現在でも横浜市が行っている、計画していることも含まれている。しかし、違うことは行政として、補助金を出して支援するのか、積極的に商店街に入り込み支援するかの違いがある。現在はイベント開催や商学連携にしても、あくまで商店街や大学からの申請待ちで、申請されれば補助金を出すという姿勢である。もちろん市民が主体となって動き、行政はお金を出すという市民主導形での支援が本来は望ましいのかもしれないが、現在の商店街の現状を見ていただきたい。商店主は高齢化し、不況の煽りを受けている中で、そのような体力はない。地方に比べて、横浜市は転入などにより、まだ人口の増加が考えられ、商店街再生の余地は大きくあるであろう。逆に言えば、今、再生のチャンスを逃せば手遅れになってしまう。開港150周年を機に商店街から地域コミュニティが形成されることを期待したい。

４．おわりに

これまで述べてきた、「企業誘致」、「商店街再生」は持続的発展が可能な横浜市を創るうえで大きな布石となる。先に述べた「企業誘致」においては、行政が市民への公共サービスを高める上でも重要な税収を確保できる。100年に1度と言われる経済危機の中で、企業を誘致するというのは非常に難しい場面であるが、ここで企業誘致ができるか、できないかで横浜市の未来は大きく変わるであろう。しかし、先に述べたようにしっかりと新たな企業を誘致するにあたって、デメリットの部分もしっかり考え、専門的知見から施策を実行することを忘れてはならない。全国には首都圏から遠く離れた地方おいても成功した事例は多くあり、他者から学ぶ姿勢を大事にしたい。

そして、「商店街再生」においても、魅力ある街づくりにおいては重要課題である。再度、「商店街の再生＝地域コミュニティの形成」につながるという事を認識し、行政は受け身の姿勢ではなく、軌道に乗るまでは積極的に行政が行動をしていくべきである。市民と行政で、ウィン・ウィンの関係を築けるような事業展開を進めていくべきである。
以上
●用途別平均地価（円／m2）





資料：横浜市ＨＰより 平成19年1月の地価公示価格
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